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国税当局は今年夏から実施する相続税の税務調査などに人工知能（AI）を活用する。相続税の申告書や財産状況が分かる資料
などをAIで分析、申告漏れの可能性をスコア化して、調査対象者の選定を行う。2025年は団塊の世代がすべて75歳以上になり
相続件数も大幅に増えていくと見込まれる。専門家は「納税者側も入念な準備が必要になってくる」と指摘する。

国税庁によると、AIでの分析対象となるのは23年に発生した相続事案が中心になるという。相続税調査は相続が生じた後、一定
期間を経てから実施されるのが慣例だ。

具体的には、相続税の申告書や一定規模以上の資産を持つ人が提出する財産債務調書、海外送受金を記録した資料、生命保
険の一時金の支払調書、金地金を売却した際の支払調書などをAIで分析する。過去に相続税で申告漏れなどが生じた案件から
不正や申告ミスが生じる傾向を見つけ出し、AI分析のためのデータとして活用する。

分析結果に基づき、申告漏れのリスクを被相続人（亡くなった人）ごとに1〜0の間でスコア化する。1が最もリスクが高く、実際に

自宅などの調査を行う優先順位が高い対象となる。分析作業は国税庁が行い、最終的には各地の国税局や税務署の担当者が
対象者を選定する。

日本経済新聞 2025年3月14日 より



相続税もAIが調査へ 国税、申告漏れスコア化で狙い絞る

6

国税庁の担当者は「これまでベテラン職員の経験などに頼っていた部分をデータ化し、AIを活用することで効率的な選定が可能

になる。浮いた時間でより深い調査を実施していきたい」と話す。どのような観点でスコア化していくかなどの詳細については「答
えられない」としている。

元国税庁資産課税課長の加藤千博税理士はAI活用について「相続税に関しては名義預金や名義株などが問題になるケースも
多いが、こうした情報を自動的に収集できる現行制度はない。AI活用の効果がすぐに表れるかどうかは、現時点では分からない」
と指摘する。

一方で、「国税当局が効率的な調査を実施していく上では必要な施策であり、AIにどのような資料を学習させるかが今後の大き

なポイントになる。海外不動産の売買仲介をする企業の顧客リストや、暗号資産（仮想通貨）の口座情報、企業への出資状況が
分かる資料など様々な資料を収集し分析していくだろう」とみる。

日本経済新聞 2025年3月14日 税理士法人チェスター より
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法人税や所得税の調査ではすでに人工知能（AI）が活用されている。法人税では中小法人の税務調査で成果を上げ、2023事務
年度の法人などへの追徴税額が過去最高となった。

国税庁は2017年6月に公表した「税務行政の将来像」とする資料で、税務調査でAIを活用する方針を公表。法人税の調査では
22事務年度から運用を本格化させた。資本金1億円未満の中小法人を対象に、税務調査を実施するかどうかの判断でAIを活用
している。

国税庁のまとめによると、23事務年度にAIが判定した対象からの法人・消費税の追徴税額は計1665億円で、前事務年度から
193億円増えた。これらを背景に法人などへの追徴税額が10事務年度以降で最多の3572億円になるなど成果は顕著だ。

所得税の調査でも過去、申告漏れが生じた傾向などをAIで分析して調査先の選定に活用している。23事務年度の申告漏れ所得
金額の総額と追徴税額が過去最高となるなど、効果を発揮している。

日本経済新聞 2025年3月14日 より

令和５事務年度 所得税及び消費税調査等の状況

令和６年11月 国税庁 より
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税務行政のデジタル・トランスフォーメーション－税務行政の将来像２０２３－令和５年６月２３日 国税庁 より

課税・徴収事務の効率化・高度化
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事業者のデジタル化促進

ココをどうするのか？
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15デジタルスキル標準 ver.1.2 2024年7月 IPA https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/skill_standard/20240708-gp-1.pdf
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